
基安労発第 1001001号

平成 19年 10月1日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課長

社団法人日本呼吸器学会

理事長 工藤 邦二 殿

石綿健康管理手帳に係る健康診断委託医療機関の要件について

労働衛生行政の推進につきまして､平素から格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます｡

さて､厚生労働省といたしましては､石綿業務に従事した離職者に係る健康管理対

策を図るため､労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第67条の規定に基づき､

健康管理手帳制度による健康診断を実施してきているところです｡

この度､労働安全衛生規則の一部を改正して､石綿業務に従事した離職者を対象と

する健康管理手帳の交付要件を追加し､平成19年10月1日より､胸部レントゲン

写真等で画像所見が認められない方でも､-定の石綿作業従事歴を有する方であれば

石綿健康管理手帳の交付の対象 とな りますo (厚生労働省 ホームページ

地tp://www.mh汝gojp/ne_W･info壌obetu!roudoulsekime_dtecho/index.htmlをご参照
ください｡)

また､併せて､石綿健康管理手帳に係る健康診断の実施医療機関を拡大することと

し､当該医療機関における健診精度を確保するため､昭和47年11月29日付け基

発第762号 ｢健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について｣の記の

2の (1)のイのとおり､健康診断の実施医療機関の要件として､｢石綿業務に係る

健康管理手帳の健康診断に関しては､日本呼吸器学会又は日本医学放射線学会の認定

医又は専門医資格を有する医師が健康診断の実施に当たること｡｣ を追加することと

いたしました｡

つきましては､石綿業務に従事した離職者に対して適切な健康管理を推進する観点

から､貴学会におかれましては､本通達内容及び石綿の健康管理手帳の交付要件の改

正について貴学会会員-周知いただくとともに､当該健康診断の円滑な実施に是非ご

協力いただきますようお願い申し上げます｡

なお､健康診断の実施医療機関の契約については各都道府県労働局から公募案内が

別途公示される予定となっており､契約方法その他詳細については各都道府県労働局

の安全衛生課文は労働衛生課にご照会いただきますようお願い申し上げます｡



(野付1)健康管理手帳制度の概要 (医療関係者用)

(添付2)昭和47年9月30日付け基発第653号 ｢健康管理手帳所持者に対する

健康診断の実施について｣(平成 19年9月26日改正)

(添付3)昭和47年11月29日付け基発第762号 ｢健康管理手帳所持者に対す

る健康診断の実施の運営について｣(平成19年9月26日改正)

(添付4)｢石綿健康管理手帳の交付要件の改正について｣ リーフレット



基安労発第 1001002号

平成 19年 10月 1日

社団法人日本医学放射線学会

理事長 大友 邦 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課長

(公 印 省 略)

石綿健康管理手帳に係る健康診断委託医療機関の要件について

労働衛生行政の推進につきまして､平素から格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます｡

さて､厚生労働省といたしましては､石綿業務に従事した離職者に係る健康管理対

策を図るため､労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第67条の規定に基づき､

健康管理手帳制度による健康診断を実施してきているところです｡

この度､労働安全衛生規則の一部を改正して､石綿業務に従事した離職者を対象と

する健康管理手帳の交付要件を追加し､平成19年10月1日より､胸部レントゲン

写真等で画像所見が認められない方でも､一定の石綿作業従事歴を有する方であqrLば

石綿健康管理手帳 の交付の対象 とな りますO (厚生労働省 ホー ムペー ジ

http://www_mblw,go.jp/new～info/kobettl/roudou/se垣m@n/techg/index.htmlをご参照

ください｡)

また､併せて､石綿健康管理手帳に係る健康診断の実施医療機関を拡大することと

し､当該医療機関における健診精度を確保するため､昭和47年11月29日付け基

発第76.2号 ｢健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について｣の記の

2の (1)のイのとおり､健康診断の実施医療機関の要件として､｢石綿業務に係る

健康管理手帳の健康診断に関しては､日本呼吸器学会又は日本医学放射線学会の認定

医又は専門医資格を有する医師が健康診断の実施に当たること｡｣を追加することと

いたしました｡

つきましては､石綿業務に従事した離職者に対して適切な健康管理を推進する観点

から､貴学会におかれましては､本通達内容及び石綿の健康管理手帳の交付要件の改

正について貴学会会員-周知いただくとともに､当該健康診断の円滑な実施に是非ご

協力いただきますようお願い申し上げます｡

なお､健康診断の実施医療機関の契約については各都道府県労働局から公募案内が

別途公示される予定となっており､契約方法その他詳細 こついては各都道府県労働局

の安全衛生課又は労働衛生課にご照会いただきますようお願い申し上げます｡



(添付 1)健康管理手帳制度の概要 (医療関係着用)

(添付2)昭和47年9月30日付け基発第653号 ｢健康管理手帳所持者に対する

健康診断の実施について｣(平成 19年9月26日改正)

(添付3)昭和47年11月29日付け基発第762号 ｢健康管理手帳所持者に対す

る健康診断の実施の運営について｣(平成19年9月26日改正)

(添付4)｢石綿健康管理手帳の交付要件の改正について｣ リーフレット



基安労発第 1001003号

平成 19年 10月 1日

社団法人日本医師会

産業保健担当理事 殿

厚生労働省労働基準局

, 安全衛生部労働衛生課長

(公 印 省 略)

石綿健康管理手帳に係る健康診断委託医療機関の要件について

労働衛生行政の推進につきまして､平素から格別のご協力を賜り厚く御ネヒ申し上げ
ます｡

さて､厚生労働省といたしましては､石綿業務に従事した離職者に係る健康管理対

策を図るため､労働安全衛生法 (昭和47年法律第57号)第67条の規定に基づき､

健康管理手帳制度による健康診断を実施してきているところです｡

この度､労働安全衛生規則の一部を改正して､石綿業務に従事した離職者を対象と

する健康管理手帳の交付要件を追加し､平成19年10月1日より､胸部レントゲン

写真等で画像所見が認められない方でも､一定の石綿作業従事歴を有する方であれば

石綿健康管理手帳 の交付 の対象 とな ります. (厚生労働省 ホー ムペ⊥ ジ

http://ww_W.mhlw.gojp/new･info倣obetu/roudou/S_ekimen/techo/index.htmlをご参照
くださいO) E

また､併せて､石綿健康管理手帳に係る健康診断の実施医療機関を拡大することと

し､当該医療機関における健診精度を確保するため､昭和47年11月29日付け基

発第762号 ｢健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について｣の記の

2の (1)のイのとおり健康診断の実施医療機関の要件として､｢石綿業務に係る健

康管理手帳の健康琴断に関しては､日本呼吸器学会又は日本医学放射線学会の認定医

又は専門医資格を有する医師が健康診断の実施に当たること｡｣ を追加することとと

もに､同通達の記の2の (6)のとおり､ド(健康診断の実施医療機関の)要件を満た

すか否かの判定等をはじめ､委託医療機関q)確保に当たっては､都道府県医師会の協

力を得るものとすること｡｣といたしました｡

つきましてはJ石綿業務に従事した離職者に対して適切な健康管理を推進する観点

から､貴会におかれまt,ては､本通達内容及び石綿の健康管理手帳の交付要件の改正

について都道府県医師会等-周知いただくとともに､当該健康診断の円滑な実施に是

非ご協力いただきますようお願い申し上げますO

なお､健康診断の実施医療機関の契約については争都道府県労働局から公募案内が

別途公示される予定となっており､爽約方法その他詳細 こついては各都道府県労働局

の安全衛生課又は労働衛生課にご照会いただきますようお願い申し上げます｡



(添付 1)健康管理手帳制度の概要 (医療関係着用)

(添付2)昭和47年9月30日付け基発第653号 ｢健康管理手帳所持者に対する

健康診断の実施について｣(平成 19年9月26日改正)

(添付3)昭和47年 11月29日付け基発第762号 ｢健康管理手帳所持者に対す

る健康診断の実施の運営について｣(平成 19年9月26日改正)

(添付4)｢石綿健康管理手帳の交付要件の改正について｣ リーフレット



(医療関係着用)

健康管理手帳制度について

1.健康管理手帳制度の概要

じん､ベリリウムなどの12の業務)に従事して､-定め要件に該当する者は､離職の

際又は離職の後に都道府県労働局長に申静し審査を経た上で､健康管理手帳が交付され

る｡

健康管理手帳の交付を受けると､指定された医療機関で､定められた項目による健康

診断を決まった時期に年2回 (粉じんの健康管理手帳については年1回)無料で受ける

ことができる0

2.石綿健康管理手帳所持者の健診項目

(1)業務の経歴の調査

(2)石綿によるせき､たん､息切れ､胸痛等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無

の検査

(3)せき､たん､息切れ､胸痛等の他覚症状又は自覚症状の有無の検査

(4)エックス線写真 (直接撮影による胸部全域のエックス線写真をいう｡)による検査

(5) (4)の検査の結果､次のいずれかに該当し､医師が必要と認めるときは､特殊

な撮影法による胸部エックス線写真による検査 (cT検査)(ただし､i.に該当

し実施するCT検査については原則年1回とする｡)

i暮 石綿による､ぴまん性胸膜肥厚､牢灰化胸膜プラーク等の陰影により､異
常な陰影 (石綿肺による線維増殖性'の変化によるものを除くO以下同じO)

が読影しづらい場合 (両肺野に石綿による不整形陰影がある場合を除く｡)

ii. 異常な陰影がある場合

(6) (4)又は (5)の検査の結果､異常な陰影がある場合で､医師が必要と認める

- ときは､暗痕の細胞診又は気管支ファイバースコピ～検査若しくは気管支鏡検査

(医師が必要と認める場合は､生検及び病理学的検査)

3.石綿健康管理手帳の健康診断を実施する医療機関の要件

都道府県労働局は健診委託医療機関等については公募を行い､次の要件を満たす

ものと契約を結ぶものとする｡

(1)健康診断に関し専門的知識及び経験を有する医師が充員されており､当該医師

がその健康診断の実施に当たること｡特に､石綿業務に係る健康管理手帳の健

康夢断!=関しては､日本呼吸券学会又は日本医学放射線学会の準定堅異様専門医

托堕を有する墜農地亨健康診蛙の室1..FlL三豊と_i_=とく,なお､石絹業1%_=_鴨董哩盛年

壁モ軸 性畦遵蛍の実施に当たる軍師唾石組関連疾轟吸診岨三関する_gf噂を怪了

していることが望ましい｡

(2)臨床検査技師等当該健康診断に係る検査業務を円滑に遂行するために必要な

者が充員されていること｡

(3)次に掲げる石綿業務に係る健康診断の実施に必要な設備が装備されているこ



(医療関係着用)

とOただ し､__r気管支ファイバ-ス3/Tj異は気管重鎮⊥盈逆_r標本染色用革

具 ｣についてJま都道府県労働最筆内の医療梯関の整備捲況等!ニ董_r31 は､各ず

Lも装備されていなくともよい場合がある｡

i. エックス線直接撮影装置及びエックス線特殊撮影装置(CT検査装置)

ii.標本染色用器具

IHH'.気管支ファイバ-スコープ又は気管支鏡

1

(参考)石綿健康管理手帳の交付対象者･交付要件.手帳の申請から交付までの手続 ,

① 交付対象者 (労働安全衛生法施行令第23条):

石綿 に れをその重量の0.1%を超えて含有する製剤その他の物を含む｡)を製造

し､又は取り扱う業務に従事していた者

② 交付要件 (労働安全衛生規則第53条):

次のいずれかに該当すること (口､ハ､ニについては平成19年10月1日より施行)

イ)両肺野に石綿による不整形陰影があり､又は石綿による胸臆肥厚があること｡

ロ)石綿等の製造作業､石綿等が使用されている保温材､耐火被覆材等の張付け､補修若し

くは除去の作業､石綿等の吹付けの棒業又は石綿等が吹き付けられた建築物､工作物等

の解体､破砕等の件業 (吹き付けられた石綿等の除去の作業を含む｡)に1年以上従事

した経験を有し､かつ､初めて石綿等の粉じんにぱく露した日から10年以上を経過し

ていること｡

ハ)石綿を取り扱う件業 ((ロ)の作業を除く｡)に10年以上従事していた経験を有してい

ることO

ニ) (ロ)及び (ハ)に掲げる要件に準ずるものとして厚生労働大臣が定める要件に該当す

ること｡(※)

※ (∩)の作業に従事した月数に10を乗じて得た数と くハ)の作業に従事した月数との

合計が1201荻上であって､かつ､初めて石綿等の粉じんにぱく露した日から10年以上

を経過していることとする｡

③ 手帳の申請から交付までの手続

離職の際には事業場の所在地を管轄する都道府県労働局へ､離職の後は申請者の住所地の都

道府県労働局-申請する｡労働局による審査後､交付 件に該当する場合には手 が交付され

る 且-
<申請に必要なもの>

(1) 管理手帳交付申請書

(2)塵選考本人が記載した業務歴
上記 (1)､く2)に加えて

(3) 石綿作業に従事していたこと及び従事期間について記載された事業者卑蔓更明蔓
(4) 事業者の証明書が得られない場合､または不十分な場合には､申請者の申立書に加

えて､石綿作業に従事していたこと及び従事期間について記載された2名以上の園
.者の証明書

(義)事業者の証明書､同僚者の証明書ともに得られない場合､または不十分な場合には､

申請者の申立書に加えて､事業場における石綿健康診断の本人への結果通知.社会

保険の･保険者記.･､給与明細､雇用保 に係る証明書

● 交付要件のイ)に該当する場合は､レントゲン写真､cT写真､じん肺健康診断結果証
明書等も提出する｡



基 発 第 6 5 3号

昭和 47年 9月 30日

改正 昭和 50年 2月 10日

改正 昭和 51年 2月 17日

改正 昭和 53年 5月 19日

改正 平成 8年 7月 23日

改正 平成 15年 1月 20日

改正 平成 18年 9月 7日

改正 平成 19年 9月 26日

都 道府 県 労働基準局長 殿

労働省 労働 基 準 局長

健康 管理手帳所持者 に対す る健康診 断の実施 について

労働 安 全衛 生規 則 (昭和 4 7年 労働 省令第 32号)第 55条 の規

定 に基 づ き､健康管理手帳所持者 が受 ける 健康診断 につ いて別添 の

とお り定 め られた ので､了知 の上 ､当該健康診 断の莫滝 に遺憾 の な

い よ うに され たい｡



別 添

健 康管理 手 帳所 持 者 に対す る健康診 断実施要綱

1 健 康 管理 手帳 の所 持者 (労働 者 災害補償保 険駄 (昭和 22年 汝

律 第 50号) の適 用 事 業場 以外 の事 業場 において有害 業務 に従 事

した こ とに よ り健 康 管理 手 帳 を所 持 す るに至 っ た者 を除 く｡) に

対す る健康 診断 は､次 の表 の左 欄 に掲 げ る業務 の 区分 に応 じ､ 同

表 の 中欄 に掲 げ る期 間 ご とに定期 に､同家 の右 欄 に掲 げ る項 目に

つ いて行 う′｡

ただ し､複数 の業 務 に係 る健 康 管理 手帳 を所 持す る者 が受 け る

複数 の業務 に係 る健 康 管理 手帳 の健康診 断 で､放 射線被 ば くを伴

う検査 が重複 してい る藤 倉 にお い て ､ 3月以 内 に実施 され た検 査

の結果 が確 認 で き る ときは､ 当該検 査 の実施 を省 略す るこ とが で

き るO

業務 の 区分 回数 項 目

労働 安全 衛 6カ月 に 1回 1 業 務 の経歴 の嗣 査

生 法施 行 令 2 血尿 ､頻尿 ､排 尿 痛等 の他◆覚症 状又 は 自

(昭 和 47 覚症 状 の既往 歴 の有 無 の検査

年 政 令 318. 3 血尿 ､頻尿 ､排 尿痛等 の他 覚症 状 又 は 自

早 ) 第 23 党症状 の有 無 の検 査

粂 第 1号 ､ さ4. 尿 沈漆 (医師が必 要,と深 め る場 合 は尿 沈さ
第 2号又 は 渡 のパ パ ニ コ ラ法 に よる細胞診 ) の検 査

第 12号 の 5 前各 号 の調 査 又 は検 査 の結果 に基 づ.き､

葉 務 ぼ7._7.医 師 が必 要 と認 め る者 につ い て は勝 朕 鏡
じ ん ラ

検 査又 は腎孟 撮影 検 査

労働 安全衛 年 に 1回 1 粉 じん 作 業 につ い で の職 歴 の調 査 及 び

生 抵施行 令 エ ックス線 写真 (直 接撮影 に よる胸 部 全 域

第 23 粂 第 のエ ックス線 写真 をい う○ 以 下 同 じ○) に

3号 の業務 よる検 査

(じん肺 管 2 エ ックス線.写真 に よる検査 の結 果 ､じん

理 区分 が管 肺 の所 見が あ る と診 断 され た者 の うち､原

理 2の者 ). 発 性 肺 が ん にか か って い る疑 い が な い と

診 断 され た者 以外 の者 につ い て は､医 師 が

必要 と認 め る場合 ､胸部 らせ ん CT検 査 及
かくたん

び噂 疲 細胞診

労働 安全 衛 年 に 1回 1 粉 じん作 業 につ い て の職 歴 の調 査 及 び



生 法施 行 令

第 23 条 第

3号 の業 務

(じん肺 管

理 区分が 管

理 3の者 )

ェ ックス線 写真 (直接撮影 に よる胸部 全域

のエ ックス線 写真 をい う｡ 以下 同 じ｡) に

よる検 査

2 胸部 に関す る臨床 検査及 び肺機 能検査 ｡

た だ し､肺機 能検 査 につ い て は､エ ックス

線 写真 に よる検査 の結果 ､一 側 の肺 野 の三

分 の一 を超 え る大 き さの大 陰影 (じん肺 に

ょる もの に限 る｡)が あ る と謬 め られ る者 ､

結核精 密検 査 の結果 ､肺 結 核 にか か ってい

る と診 断 され た者 並 び にェ ック ス線 写真

に よ る検査 ､胸部 に関す る臨床 検 査 及 び肺

結核 以 外 の合併症 に関す る検 査 の結 束 ､じ

ん肺 の所 見 が あ り､かつ ､肺 結核 以外 の合

併 症 に か か って い る と診 断 され た 者 を除

く0

3 .エ ッ クス線 写真 に よ る検 査 及 び胸 部 に

関す る臨床 検査 の結 果 ､じん肺 の所 見が あ

る と診 断 され た者 の うち､肺 結 核 にか か っ

てお り､又 はかか ってい る疑 い の あ る者 に

つ いて は結核精 密検 査

ェ ッ クス線 写真 に よ る検 査 及 び胸 部 に

･関す る臨床 検査 の結 果 ､じん肺 の所 見が あ

る と診 断 され た者 の うち､原発 性 肺 がん に

か か っ て い る疑 い が な い と診 断 され た者

以外 の者 につい て は､医 師 が必 要 と認 める
か くたん

落 合 ､胸 部 らせ ん CT検 査 及 び啄疾 細胞診

ェ ッ ク･ス線 写真 に よ る検 査 及 び 胸 部 に

関す る臨床 検 査 の清 泉 ､じん肺 の所 見 があ

る と診 断 され た者 の うち肺 結 核 及 び 原 発

性 肺 が ん 以外 の合 併 症 に か か っ て い る疑

いが あ る と診 断 され た者 (肺 結 核 及 び原発

性 肺 が ん 以外 の合 併 症 に 関 す る検 査 を受

け る こ とが 医 師 に よ り必 要 で あ る と認 め

られ た者 に限 る｡) につ い て は､肺 結核及

び原 発 性 肺 が ん以 外 の合 併 症 に 関 す る検

査

た だ し､エ ックス線 写真 に一側の肺 野 の



三分 の一 を超 え る大 き さの大陰影 (じん肺

に よる ものに限 るo) があ る と啓 め られ る

◆者 を.除 くo

労働 安全衛 6カ月に 1回 1 業務 の経歴 の調 査 くさ
生抜施 行 令 2 たん ､せ き､胸痛 ､鼻腔 ､皮 膚等 の他 覚

第 23 粂第 症 状又 は 自覚症状 の既往歴 の.有 無の検 査ラ

4号 の業務 3 たん､せ き､胸痛 ､鼻腔 ､皮 膚等 の他 覚

症状 又 は 自覚症状 の有無 の検査

4 エ ックス線写真 (直接撮影 に よる胸 部 全

域 のエ ックス線 写真 をい うO) に よる.検 査

5 前各 号の調査◆又 は検査 の結果 に基づ き､

医師が必 要 と静 ゆ る者 につ いて は､特殊 な

撮 影 汝 に よ る胸 部 のエ ックス線 写真 に よかくたん
る検 査 ､啄痕 の細胞診 ､気 管支 ファイバ ー

ス コ ピー検査若 し くは虜 管文鎮検査 (医 師

が必要 と認 め る場 合 には､生検 及び病 理 学

的検査)又 は皮 膚 の病理学的廟 査

労働 安全衛 6カ月に 1回 1 業務 の経歴 の調 査

生駄施 行 令 2 せ き､たん､口内炎 ､下痢､便秘 ､体 重 '

3 たん､せ き､食欲 不振 ､体重減 少 ､知 覚

くう異 常⊥鼻腔 ､皮 膚 等 の他覚症状又 は 自覚症

状 の有無の検査

4 エ ックス線写真 (直接撮影 に よる胸 部 全

域 のエ ックス線 写真 をい うo) に よる検 査

5 前各号 の調査 又 は検 査 の結果 に基 づ き､

医師が必要 と絡 め る者 につ いて は､肝機 能

検 査 ､赤血球系 の血液検査 ､毛髪 若 しくは

胞診 ､気管支 ファイバース コピー検 査若 し

くは気 管支鏡検 査 (医師が′必要 と認 め 早場

･合 は､生検及び病理 学的検 査)又 は皮 膚 の

病壇 学的検 査

労働 安 全 衛 6カ月 に 1回 1 ~業務 の経歴 の調 査



第 23一条 第 他 見 症 状又 は 自覚症 状 の既 往 歴 の有 無 の

6号の業務 検査

3 たん､せ き､胸痛 ､皮膚等 の他 覚症状又

は 自覚症状 の有 無の検査

4 エ ックス線写真 (直接撮影 に よる胸部全

域 の.エ ックス線 写真 をい うo) に よる検査

5 前各号 の調査 又 は検査 の結 果 に基づ き､

医師が必琴 と■認 める者 につ い て 埠､特殊 な

撮 影 綾 に よる胸 部 エ.ツク ス線 写真 に よ る
か くたん

検 査 ､啄疾 の細胞診 ､気管支 フ ァイバー ス

コ ピー検査若 しくは気管支 鏡検 査 (医師が

必要 と認 め る場 合 は､生検 及 び病理学的検

労働安全衛 6カ月に~1回 1 業務 の経歴 の調査

生抵施行 令 2 たん､旦 きヾ胸痛､体重液少 等 の他 覚症

第 23 粂 第 状又 は 自覚症状 の既往歴 の有無 の検査

7号の業務 3 たA!､せ き､胸痕､体重減少 等 の他 覚症

状又 は 自覚症状 の有無 の検 査 '

4 エ ックス線 等塞く直接撮影 に よる胸部全

域 のエ ックス線 写真 をい うB)に よる検査.

5 前各 号 の調査 又 は検査 の結 果 に基づ き､'

医 師 が必要 と謬 める者 につい て は､特殊 な

撮 影 法 に よる胸 部エ ックス線 写 真 た よる
かくたん

検 査 ､啄痕 の細胞診､気管 支 フ ァイバ - ス

コピー検査若 しくは気管 支鏡 検査(医師が

必要 と認 める場 合 は､生検 及 び病 理 学的検

塞)

労働 安全衛 6カ月 に 1回 1 業務 の経歴 の調査
いん

生 牲施行 令 2 乾性せ き､た ん､咽頭 痛 ｣の どのい らい普

第 23 粂 第8号 の業務 ら､胸 痛 ､ 胸部 不安感 ､息 切れ ､劾博 ､息けん苦 しさ､倦怠感 ､食 欲不振 ､体 重減少等 の

検査
いん

3 乾性せ き､た ん､咽頭痛 ､の どの い らいき

ら､胸 痛 ､ 胸部 不安感 ､息切 れ ､動摩 ､息

fJん苦 しさ､倦怠感 ､食欲不振 ､体 量減少 ､皮



塞

4 肺活量 の測定

5 エ ックス線 写真 (直接撮 影 に よる胸部全.

域 のニ ック*線 写真 をい うO) による検査

6 前各 号の●調査 耳 は検査 の結果 に基づ き､

医師が必要 と静 める者 につ いては､胸部理

学 的検査 ､.肺換気機能検査 ､肺拡散機能検

査 ､心電図検査 ､尿 中若 LL,く娃血液 中のべ
でん

リ リウム畳 の測 定､皮 膚貼付韓 験又 はへマ

トク リッ ト値 の測 定

労働 安全 衛~6カ月に 1̀回 1 業務 の経歴 の調査

生 綾施行 令第 23 条 第 2 乾性せ き､た ん1胸痛 ､鼻汁 ､鼻出血 ､きゆう くう喚 覚 脱 失 ､副鼻 腔炎 ､ 鼻 ポ リ- プ ､皮 膚

9号の業務 等 の他 覚症 状 女 は 自覚 症 状 の既往 歴 の有

無 の検査

3 乾性せ き､た ん､L胸痛 ､鼻汁 ､鼻 出血 ､さゆう くう けい喚 党脱 失 ､副 鼻腔炎 ､,鼻 ポ リー プ､頭 部

等 の リンパ腺 の肥 大､皮膚 等 の他覚症状 又

は 自覚症状 の有無 の.検査

4 エ ックス線 写真 (直腰 撮 影 に よる胸部全

域 のエ ックス線 写寮 をい い､左 右いずれ か

の側 面 か ら撮影 した写真 を含 むこ) に よる

ー検査.

5 前各号 の調査 又 は検査 q)結果 に基 づ き､

医師 が必要 と認 め る者 につ い ては､特殊 な

敵 影 軽 に よる胸 部 エ .ツク ス線 写真 に よる

かくたん検 査 ､啄演 の蘭 胞診 ､気密 支 フ ァイバ- ス

ゴ ビ-検査若 しくは気管 支鏡 検査(医師が

･必 要 と霞 め る場 合 は､生検 及 び病理学 的検

餐)､頭部 のエ ックス線写 真 に よる検査 ､

血液磯 査 (血液像 を含 むこ)､リンパ 腺 の病

理 組 織 学 的検 査 又 は皮 膚 の病 理組 織 学 的

検 査

労働 安全 衛生 抵施行 令 6カ月 に 1回 1 業務 の経歴 の調 査 けん2 頭 痛 ､めまい､耳鳴 り､全 身倦怠 感 ､易

第 23 条 第10 号 の 業 疲 労感 ､食欲不振 ､不 定 の上腹部症状 ､黄



務 )ドL の 他 覚 症 状 又 は 自覚 症 状 の既 往 歴 の 有 無

の検 査
けん

3 質 痛 ､めま い ､耳 鳴 り､全 身倦 怠 感 ､.易だん
疲 労感 ､不 定 の上 腹 部症 状 ､黄 症 ､黒 色 便 ､

ひ し+手指 の痔痛 ､肝 又 は碑 の腫 大等 の他 覚 症 状

又 は 自覚症 状 の有無 の検 査

4 肝機 能 検 査 (血 清 ビ リル ビン､GOT､GPT､

AL-p)

5 エ ックス線 写真 (直接撮 影 に よる胸 部 全

.域 のエ ック ス線 写真 をい うo) に よ る検 査

6 前 各 号 の調 査 又 は検 査 の結果 に基 づ き ､

医 師.が必 要 と認 め る者 につ い て は､血 小坂

数 ､γ-GTP1､zTT､ⅠCG､LDH若 しくは血 清

脂質 の検 査 ､特 殊 な撮 影 法 に よる胸 部 の エ

ひツクス線 写 真 に よ る検 査 ､肝 若 しくは碑 の

シ ン チ グ ラ ム に よ る検 査 又 は 中枢 神 経 系

の神 経 医学 的 検 査

労働 安 全 衛 6カ月 に 1回 1 染務 の経 歴 の調 査

生 抜 施 行 令 (右欄 第 5号 2 石 綿 に よ るせ き､た,ん､息 切れ ､胸 痛 等

第 23 粂 第 の① に該 当 の他 覚 症 状 又 は 自愛 症 状 の 既 往 歴 の 有 無

11 号 の 業 し 実 施 す の検 査

務 る､特殊 な 3 せ き､た ん ､息切 れ ､胸 痛 等 の他 覚 症 状

撮 影 法 に よ 又 は 自覚症 状 の有 無 の検 査

る胸 部 エ ツ 4 エ ックス線 写真 (直接輯 影 に よる胸 部 全

クス線 写真 域 のエ.ツク ス線 写真 をい う○) に よる検 査

に よ る検査 5 前 号 の検 査 の結 果 ､次 の いずれ か に該 当

につ や､て は し､医 師 が必 要 と羅 め る とき は､特 殊 な撮

原 則 年 1 影 絵 に よ る胸 部 エ ッ クス 線 写 真 に よ る検

回)+ 査

① 石 綿 に よ る､ぴ ま ん性 胸膜 肥 厚 ､石 灰

化 胸 膜 プ ラ- ク等 の 陰影 に よ り､異 常 な

陰影 (石 綿 肺 に よ る線維 増殖 性 の変 化 に

よ る もの を除 くo 以 下 同 じO).が読 影 し

づ らい場 合 (両肺 野 に石 綿 に よ る不 整 形

陰影 が あ る場 合 を除 くo)

② 異 常 な 陰影 が あ る場 合

6 前 二 号 の検 査 の結 果 ､異 常 な陰影 が あ る



2 前記 1の健康診 断は､都道府 県 労働 局長が 当該 健康診 断実施 策＼

務 を委託 した 医療機 関 におい て行 う｡



基発第 762号

昭和47年11月29日

改正 昭和50年2月10日

改正 昭和51年2月17日

改正 昭和53年3月22日

改正 昭和53年5月19日

改正 昭和55年6月26日

改正 昭和56年6月18日

改正 平成8年7月23日

改正 平成11年12月 1日

改正 平成15年1月20日

改正 平成18年9月7日

改正 平成19年9月26日

労働省労働基準局長

都道府県労働基準局長 殿

健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について

健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施については､昭和47年 9月30.日
付け基発第 653号をもって ｢健康管理手帳所持者に対す る健康診断実施要綱J

(以下 ｢要綱｣･というo)を定め通達､したところであるが､その運用については､

下記事項に留意の上､遺憾のないようにされたい｡

.記

要綱 1関係

(1) 健康診断の実施回数は､労働安全衛生綾施行令 (昭和47年政令第318号O以

下 ｢令｣という｡)第23条第 1号､第2号又は第 12号の業務 (以下 ｢ベンジジ

ン等業務｣というO)､同条第4号の業務 (以下 rクロム酸等兼務｣という｡)､

同条第5号の業務 (以下 ｢三酸化批索業務｣とい う｡)､同条第6号の業務 (以下

｢コールタール業務｣という｡)､同条第7号の策務 (以下 rビス (クロロメチ

ル)エーテル業務｣という｡)､同条第8号の業務 (以下 rべ 1)リウム業務｣とい

う｡)､同条第9号の業務 (以下 ｢ベンゾトリクロリド業務｣という｡)､同条第

10号の業務(以下 ｢塩化ビニル兼務｣という｡)及び同条第 11号の業務 (以下

r石綿業務｣という｡)については､半年に1度､同条第3号の業務 (以下 ｢粉じ

ん業務｣･というD)については､1年に1回とされていることo



なお､健康診断を委託する医療機関 (以下 ｢委託医療機関｣という｡)が健康診

断を葵施する時期は､∴各都道府県労働局において､委託医療機関との話合いにより

適切な時期に定めることとするが､再度検査を行 う必要がある場合､検査の結果が

判明するまでに相当の日数を必要とする場合､追加検査を行う場合等には､決めら

れた月の翌月にわたって健康診断が行われることも考えられるので､実施期 日につ

いては弾力的に運用すること｡

(2) 健康診断の実施については下記の事項に留意 し､委託医療機関に対 して指導

すること｡

イ 複数の業務に係る健康管理手帳を所持する着 く以下 ｢複数手帳所持者｣とい

う｡)の健康診断については､できる限 り同じ委託医療機関において同時に秦

施するよう配慮すること｡

ロ 複数手帳所持者が､同じ委託医療機関において､複数の業務に係る健康管理

手帳の健康診断を受ける場合であって､放射線被ばくを伴 う検餐 (エックス線

写真 (直接掃影による胸部全域のエ ックス線写真をい う｡)､胸部 らせんCT

検査又は特殊な授影絵による胸部エ ックス線写巽による検査をい うO以下同

じ｡)が重複するものの､3月以内に実施された当該検査の結果が確認できる

ときは､当該検査の実施を省略して差し支えないこと｡

ハ 複数手帳所持者が､異なる婁託医療機関において､複数の業務に係る健康管

理手帳の健康診断を受ける場合であって､放射線被ばくを伴 う検査が重複する

ものの､発に受診 した委託医療機関において作成された､当該検査の結果に係

る文書 (写真を含むOただし､ 3月以内に実施 された検査の結果に係るものに

限る｡)が後に受診する委託医療機関に対 して擾供される場合には当該検査の

実施を省略して差し支えないこと｡

ニ 40歳兼備の手帳所持者に胸部 らせんCT検査又は特殊な輯影絵による胸部

エックス線写真による検査を実施す る際には､放射線被ばくのリスクについて

の説明を行い､当該検査の必要性が放射線被ばくの不利益を上回ると判断され

る場合に実施すること｡

ホ 胸部 らせんCT検査又は特殊な撮影港による胸部エックス線写真による検査

を実施す る場合は､放射線被ばくを考慮して低線量らせんCTであることが望

ましいこと｡

へ 石綿業務に係 る健康管理手帳を所持する者のうち二両肺野に不整形陰影のあ

る者が､粉 じん業務に係 る健康管理手帳を所持 していないことを把握 した場合

は､ tllん肺管理区分欽定を申請するよう案内し､じん肺管理区分が管理 2又は

管理 3と決定された者に対しては､粉 じん業務に係る健康管理手帳の申請に関

する案内を行 うこと｡

2 要綱2関係

(1)要綱 1の委託医療機関については､公募を行い､次の要件を満たすものと

契約を結ぶことO

イ 当該健康診断に関し専門的知識及び経験を有する医師が充員されてお り､当

骸医師がその健康診断の実施に当たること｡特に､石綿業務に係る健康管理手

帳の健康診断に関しては､日本呼吸器学会又は日本医学放射線学会の認定医又

は専門医資格を有する医師が健康診断の実施に当たること｡なお､石綿業務に



係る健康管理手帳の健康診断の実施に当たる医師は石綿関連疾患の診断に関す

る研修を修了していることが望ましい｡

ロ 臨床検査技師等当該健康診断に係る検査業務を円滑に遂行するために必要な

者が充員されていること｡

ハ 葬託する健康診断の種類に応七､次に掲げる業務に係る健康診断の実施に必
要な設備が装備されていること｡ただし､(ハ)､(ニ)､(qt)､(へ)､(チ)､(リ)及び

(ヌ)の ｢気管支ファイバースコープ又は気管支鏡｣及び r標本簸色用器具｣ (以

下 r気管支ファイバースコ…プ等｣という｡)については､管内に1カ所以上

の気管支ファイバースコープ等が装備されている委託医療機関を確保している

場合は､気管支ファイバースコープ等が装備されていない草託医療機関による

健康診断においても､装備されている委託医療機関を滞介することにより､気

管支ファイバースコープ等を用いた検査を実施することができる体制を整備し

ているときは､この限りでない｡

(イ)ベンジジン奪業務関係

a 遠心機及び顕微鏡

b 棲本数色用器具

C 勝朕鏡

d エックス線直接撮影装置

(p)粉じん業務関係

a ェックス線直接撮影装置及びエックス線特殊授影装置

b スパイロメーター及びフローボリューム曲線寵録装置

C 働脈血ガス分析装置

d 顕微鏡及甲細菌培養装置
e 榎本染色用器具

(ハ) クロム酸等業務関係

a ェ,)クス線直接埠影装置及びエックス線特殊掃影装置
も 標本染色用器具

C 気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

(ニ)三酸化批索業務関係

a ェックス線直接撮影装置及びエックス線特殊撮影装置

b 標本染色用器具

C 気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

d 原子吸光分光光度計

(ホ) コールタール業務関係

a ェックス線直接撮影装置及びェックス線特殊棟影装置

も 模本染色用券具

C 気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

(へ) ビス (クロロメチル)エーテル業務関係

a ェックス線直接撮影装置及びエックス線特殊壕影装置

も 標本染色用器具

C 気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

(ト)ベリリウム業務関係

a 遠心機

b ダグラス ･バッグ､ガスメーター､呼吸計 (スパイロメーター等)､



オキシメ-タ-及び階段昇降試験用ステップ台

.C ェックス線直接撮影装置

d 心電計

e 原子数光分光光度計

f パッチテスト用具-求

(チ)ベンゾトリクロリド業務関係

a 遠心機及び顕微鏡

b 標本敗色用器具

C ェックス線直接撮影装置及びエックス線特殊撮影装置

d･気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

e 血球数計算鹿又は自動血球計数暴

(I))塩化ビニル業務関係

a 顕微鏡

b 標本染色用器具

C エックス線直接撮影装置及びエックス線特殊操影装置

d 光電分光光度計

e シンチグラフィー撮影装置一式

f 血管造影器具

(罪)石綿業務関係

a エ′ツクス線直接撮影装置及びェックス線特殊撮影装置
も 標本染色用器具

C 気管支ファイバースコープ又は気管支鏡

ニ (社)全国労働衛生団体連合会の行 う給食精度管理事業に参加している
等､精度管理に努めていること｡

(2)都道府県労働局長は､公募に参加 した医療機関のうち､前(1)の要件を満た

すものと､健康管理手帳に係る健康診断の実施を委託する契約を締結することO

なお､委託医療機関については､管内の医療機関と契約することが原則である

が､健康管理手帳所持者の利便性のため､近隣の都道府県労働局管内の医療機関と

契約を結ぶ必要がある場合には､公募に当たってはその旨を周知するとともに､当

該近隣の都道府県労働局と連携を図ることO

(3)健康管理手帳交付対象乗務に従事した者又は従事 している労働者に対する健

康診断を行っている事業場附設の医療機関についても'､委託医療機関として契

約を締結して差し支えないものであること｡

(4) 都道府県労働局総務部長と医療機関との委託契約は､別添1の契約書の様式

により行うものとすること｡

(5)′別 添 1の契約書第 3条の規定に基づき都道府県労働局長の定めるべき事項

は､別添2のとおりとすること｡

(6) 前記(1)の要件を満たすか否かの判定等をはじめ､委託医療機関の確保に当

たっては､都道府県医師会の協力を得るものとすること｡

(7) 現に契約を締結していも医療機関については､新たに公募に応募する必要はない

こと｡

3 健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施区分は､次のとおりとする｡

(1) 健康管理手帳の交付を受けた者が､次の各号に掲げる期間に該当する場合



は､健康管理手帳の交付を受けた者を現に雇用している事業者が行うべき健康

′診断を受けるものとすることO

イ 当務健康管理手帳の発給に係る事業者に再雇用され､在職 している間

口 ベンジジン等業務に係る健康管理手帳を所持する者が前イの事業者以外の

事業者に雇用され､次の各号に掲げる物を製造し､又は取り扱う業寡 (オ-

ラミン又はマゼンダを製造する事業場以外の事業場においてこれらの物質を

取り扱 う業務を除く｡ベンジジン又娃ベーターナフチルアミンにあっては､

試験研究のため製造し､又は使用する業務に限る｡)に従事している間及び

当務業務から他の業務に配置換えされ､在職している間

(イ)アルファーナフチルアミン

(ロ)オーラミン

(ハ)オル トートリジン

(ニ)ジアニシジン

I(郎 ジクロルベンジジン

(へ)マゼンダ

(ト)ベンジジン

(チ)ベーターナフチルアミン

ハ 粉じん業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の事業

者に雇用され､粉じん葉務に従事している聞及び作業転換により他の業務に

転換し､在職している間

ニ(イ) クロム酸等業務に係る健康管理手軽を所持する者が､前イの事業者以外

の事業者に雇用 され､労働東金衛生牲施行令 (昭和 47年政令第318

号O以下 ｢令｣というo)別表第3第 2号 11若 しくは21に掲げる物又

･は同号 37に掲げる物で同号 11着しくは21に係るものを製造し､又は

取壊 う兼務 (これらの物を鉱石から製造する事業場以外の事業場において

これらの物を取 り扱 う業務を除くo)に従事した後､当該業務から他の業

務に配置換えされ､在職している間

(p) クロム酸等業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外

の事業者に雇用され､令別表第3第2号第 11著 しく桔21に掲げる物又

は同号 37に掲げる物で同号 11若しくは21に掲げるものを製造し､又

は取り扱う業務に従事している間

ホ 三酸化放棄業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の

事業者に雇用され､令別表第 3第2号15に掲げる物又は同音 37に掲げる

物で同号 15に係るものを製造 し､又は取 り扱 う業務に従事している聞及び

当該業務から他の業務に配置換えされ､在職している間

- コールタ-ル業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外

の事業者に雇用され､令別表第 3第2号 14に掲げる物又は同号37に掲げ

る物で同号14に係るものを製造し､又は取 り扱 う業務に従事している聞及

び当該業務から他の業務に配置換えされ､在職している問

ト ビス (グロロメチル)ェ-テル業務に係る･健康管理手帳を所持する者が､

繭イの事業者以外の事業者に雇用され､令第 16条第 1項第 6号に掲げる物

又は同項第 9号に掲げる物で同項第6号に係るものを試験研究のため製造

し､又は使用する業務に従事している間及び当紡業務から他の業務に配置換

えされ､在職している間



チ ベリリウム業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の

事業者に雇用され､令別表第3第1号6に掲げる物又は.同号8に掲げる物で
同号6に係るものを製造し､又は取り扱 う業務 (これらの物のうち粉状の物

以外の物を取り扱 う業務を除く｡)に従事 している間及び当該業務から他の

業務に配置換えされ､在職している閉

り ベンゾ トリクロリド業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業

者以外の事業者に雇用され､令別表第 3第 1号7に掲げる物又は同音 8に.掲

げる物で同号7に係るものを製造し､文は取り扱 う業務に従事している間及
び当該業務から他の業務に配置換えされ､在職している問

ヌ 塩化ビニ/レ業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の

事業者に雇用され､令別表第 3第 2号 6に掲げる物又は同号 37に掲げる物

で同号6に係るものを製造し､又は取 り扱 う業務に従事している聞及び当該

業務から他の業務に配置換えされ､在職している間

. ル 石綿業務に係る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の事業者

に雇用され､令第16条第1項第4号に掲げる物若しくは同項第9号に掲げ

る物で同項第4号に係るものを試験研究のため製造し､若しくは使用する業

務又は労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令 (平成 18年政令第25

7号)附則第 3条に規定する適用除外製品等を製造し､若しくは取り扱う業

務に従事している聞及び当該業務から他の業務に配置換えされ､在職してい

る開

く2) 繭(1)以外の場合は､当該健康診断は都道府県労働局長の委託する医療機関

において実施するものとするO

(3) なお､前(2)による場合のほかは､事業者が(1)のイないしルによる健康診断

を委託医療機関に委託して実施するとしても､その費用は国が負担するもので

はないこと｡

4 健康管理手帳に係る健康診断費の支払い等の事務

委託医療機関に対する健康管理手帳所持者の健康診断に要 した費用 (以下

｢健康診断費｣ という｡)の支払い等の事務は､当該要託医療機関と契約 して

いる都道府県労働局において次により行うものとする｡

健康診断費の請求に使用する健康診断費請求書 (以下 r請求書｣という｡)

及び健康診断費請求内訳蓉 (以下 ｢請求内訳書｣という｡)の書式は､別紙様

式第 1号及び様式第 2号とすること｡

請求書の受付け及びその内容審査､健康管理手帳台帳の健康診断実施状況の

記入､6(1)に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る関係機関との協議等に
ついては､都道府県労働局労働衛生主務課において行 うことo

健康診断費 (6(I)に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る健康診断費

を除くO)の支払い事務については､労災保険指定医療機関に対する診療日の

局払いに準じて行 うこと･0

5 健康管理手帳に係る健康診断の受診旅費の支払い等の事務

健康管理手帳所持者に対して行 う健康診断の受診のために要する旅費 (以下

｢受診旅費｣というO)の支払い等の事務は､別添3により行うことO



6 労災保険の適用を受けない者の取扱い

(1) 定義

｢労災保険の適用を受けない者｣とは､労働者災害補償保険陰 (昭和22年

給律第 50号)の適用事業場以外の事襲場において有害業務に従事 したこと

により健康管理手帳を所持するに至った者 (以下 ｢労災保険の適用を受けな

い者｣という｡)をいい､次に掲げる者が該当するB

イ 昭和 62年 3月 31日以前に日本国有鉄道に在籍 した職員等 (以下 ｢旧

国鉄職員Jという｡)

ロ 地方公務員であった者 (労働者災審補償保険法の適用事業場において有

害業務に従事していた非常勤職員を除く｡以下同じ.)

ハ 平成 13年 1月5日以前に郵政省に在籍した郵政事務官及び郵政技官､平成

15年 3月31日以前に郵政事業庁に在籍した総務事務官及び総務技官並びに

平成 15年4月1･日以降に日本郵政公社に在籍した公社の職員 (以下 ｢旧郵政

職員｣という｡)

(2) 労災保険の適用を受けない者の取扱いに係る考え方

健康管理手帳制度の趣旨､労働者の安全と健康確保に係る労働安全衛生綾上の

事業者の責務を踏まえると､退職後の労働者についても､事轟音がその従事した

襲務に起因する疾病の早期発見についての措置を誇ずるべきものであるO

このことから､労災保険の適用を受けない者に係る健康診断費及び受診旅費の

費用負担については､旧国鉄職員については独立行政法人鉄道建設 ･運翰施設整

備支援機構において､地方公務員であった者については関係地方公共団体におい

て､旧郵政職員については日本郵政公社において､それぞれ行 うべきものであ

る｡

(3) 具体的な取扱い L

平成 18年.10月 1日以後に労災保険の適用を受けない者に対して行われる

健康診断については､健康診断費及び受診旅費の支払いが(2)のとおり行われ

ることを前提として､次のイからチまでのとお り事務を行 うこと｡

イ 健康管理手帳の交付の申請があったときは､その申請者が労働者災害補

償保険浜の適用事業場以外の事業場において有害業務に従事 していた者 (以

下 r労災保険の適用を受けない申請者｣という｡)であるか否かを確認する

こと｡

ロ イの確認の結果､申請者が労災保険の適用を受けない申請者であるとき

は､次に掲げるところによること｡

(イ) 当該労災保険の適用を受けない申請者が､①労働者災審補償保険汝の

適用事業場においでも有害業務に従事 していたことがあるか否か及び②従

事 していたことがある場合には､その期間を確課することO この場合にお

いて､原則的に､当該期間が労働者災容禰償保険陰の適用事業場以外の事

業場において有害業務に従事 した期間よりも長い場合には､その者に係る

健康診断費等の支払いは､都道府県労働局長が行 うこととなること｡

(p) 当該労災保険の適用を受けない申請者が､新規事業着 く労働者災賓捕

償保険睦の適用事業場以外の事業場に係る事業者で､その雇用していた労

働者についてこれまでに健康管理手帳が交付されたことがない者をいう｡

以下同じO)に雇用されていた者であるときは､その旨を遅滞なく本省労

働衛生課あて報告すること｡なお､本省労働衛生課においては､当該報告



があったときは､当骸新規事業者が地方公共団体である場合にあっては総

務省に､地方公共団体以外の者である場合にあっては関係省庁に､それぞ

れ必要な事項について連絡を行うO

ハ 労災保険の適用を受けない申請者に対し健康管理手帳の交付を決定した

ときは､別紙様式第 3号により遅滞なく本省労働衛生課あて報告すること｡

ニ 労災保険の適用を受けない申薄着に労し健康管理手帳を交付するとき

は､別添4のとおり､健康管理手帳に､その者に係る健康診断費等を負担す

べき事業者の名称を衆書きで記入すること｡また､当落者に対し､次に掲げ

る事項を説明すること｡なお､ (∩)についての説明は､行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する態尊 く平成15卑怯律第58号)第4条の規定に

よる利用目的の明示として行うものであること｡

(イ)健康診断の実施､健康診断費等の支払い等については､当該者が有容

兼務に従事していた事業場に係る事業者が行 うべきものであり､その方絵

は､別添5の1の方綾によるものであること｡

(p)当該事業者が行 う健康診断及びその受診旅費の請求に係る連絡先 (当

紋事業者が新規事業者である場合にあっては､これらの事項を追って説明

する予定であること｡)

(ハ)健康管理手帳が交付されたことについて､当該事業者 (当該事業者が

地方公共団体である場合にあっては､当該事業者及び雑務省)に連絡する

予定であることO

ホ 労災保険の適用を受けない申請者に対し健康管理手帳を交付した場合で

あって､当該申請者を雇用していた事業者が地方公共団体であり､かつ､新

規事業者でないときは､当該交付の欽定について遅滞なく当該地方公共団体

あて連絡すること｡なお､当骸事業者が地方公共団体以外の者であるとき

は､これらに相当する事項は本省労働衛生課において行う｡

へ 労災保険の適用を受けない申請者に対し健康管理手帳を交付した場合で

あって､当該申請者を雇用していた事業者が地方公共団体であり､かつ､新

規事業者であるときは､次に掲げるところによること｡なお､当該事業者が

地方公共団体以外の者であるときは､これらに相当する事項は本省労働衛生

課において行う｡

(イ)別途本省労働衛生課から連絡する地方公共団体の連絡先に対し､健康

管理手帳制度の概要､労災保険の適用を受けない者に係る取扱い等必要な

事項を説明した上で､当該地方公共団体における健康管理手帳所持者に対

する健康診断の実施方法､健康診断費等の支払いの方法等について､書面

による情報提供 (当該書面の例として､別 添5を参照)を求めること｡

(ロ) (イ)の情報提供があったときは､遅滞なく本省労働衛生課あて報告する

とともに､ニの健斎管理手帳を交付した者に労し､ニのくロ)に掲げる事項

を説明することo

ト 労災保険の適用を受けない者から健康診断費等の支払いについて相談が

あった場合であって､当該支払いを行 うべき事業者が地方公共団体であると

きは､都道府県労働局において､当該地方公共団体と協鼓を行う等の対応を

行うこと｡また､当該支払いを行 うべき事業者が地方公共団体以外の者であ

るときは､本省労働衛生課あて報告することO

チ イからトまでに掲げるもののほか､健康管理手帳の交付､書替え及び再



交付の手続については､平成 11年12月1日付け基発第682号 ｢健康管

理手帳交付等関係事務取扱要領｣に掲げるところによることO



別添1

契 約 書

(都道府県名)労働局総務部長 (総務部長氏名) (以下 ｢甲｣というO)と (医療

機関名及び代表者氏名) (以下 ｢乙｣という｡)は､労働安全衛生汝 (昭和47牛
浜律第57号)第67粂第 1項の健康管理手帳 (以下 ｢手帳｣というO)のうち､

労働安全衛生法施行令 (昭和47年政令第 318号)第23条第 項の菓務に

係る手帳を所持する者に対する健康診断の実施に関し､次のとおり契約するD

第 1条 甲及び乙は､ともに信義を重んじ､誠実に本契約を履行するものとする｡

第2条 乙は､手帳を所持する者 (労働者災害補償保険法 (昭和 22年鉄 棒第 50

号)の適用事業場以外の事業場においで有害業務に従事したことにより手帳を所持す

るに至った者 (̀以下 ｢労災保険の適用を受けない者｣という｡)を除く｡)に対し､

健康管理手帳に係る健康診断を実施し､甲声､乙が当該健康診断の実施に要した費用
を乙の請求に基づき支払うとともに､乙が手帳を所持する者で労災保険の適用を受け

ない者に対し健康診断を実施した場合には､必要に応じ､当該健康診断の実施に要し

た費用の支払いか適切に行われるよう関係機関と協鼓を行う｡

第3条 前条の健康診断の実施方牡､費用の額及び請求方法その他健康診断の実施

に関し必要な事項は都道府県労働局長が定める｡

第4条 この契約の当事者は2カ月前までに予告すれば､これを解約することがで

きる｡

第 5条 この契約の有効期間は､平成 年 月 日から平成 年 月

日までとする｡ただし､有効期間満了の2カ月前までに双方からなんらかの意

思表示をしない場合には､この契約の効力を更に1箇年間自動的に更新し､以後

も同様 とするO

第6粂 乙は個人情報の保護に関する法律等の適用を受け声音であり､この契約により

保有した個人情報の取り扱いに当たっては､漏えい､滅失または棄損の防止の他､保

有額人情報の適正な管理に努め､その内容をみだりに他人に知らせ､または不当な目

的に利用してはならないO

第7条 この契約に定めるもののほか必要な事項については､随時甲及び乙が協議
して定める｡

上記契約の証として､契約書2通を作成 し､甲及び乙がそれぞれ1通ずつ所持す

るものとする｡

年 月 日

甲 (都道府県名)労働局総務部長 (総務部長氏名)㊨

乙 (医療機関名友び代表者氏名) ◎



別添2

契約書第3条の規定に基づき都道府県労働局長の定めるべき事項

1 労働安全衛生駄施行令第23条に係る健康診断は､都道府県労働局長と委託医

療機関との話合いにより適切な時期を定め､実施するものとすること｡

2 番託医療機関は､当該委託医療機関に所属する医師のうちから当該健康診断の

夷施に当たる医師を跨名するものとすることoこの場合において､委託医療機関

は､指名しようとする医師について､都道府県労働局長に通知するものとするこ

と｡

3 番託医療機関は､都道府県労働局長から送付される健康管理手帳所持者名簿に

より､･手帳所持者に対して健康診断の受診の案内を行うものとするとと0

4 委託医療機関は､手帳所持者の健康診断により､再検査又は追加検査を行 う必

要が静められた者に漸しては､当該健康診断の実施に当たる医師により､所見の

説明等の必要事項の説明を行うものとすること｡

5 番託医療機関は､手帳所持者ががん等の重度の疾病に羅患している可能性があ

り､次の15に定める手帳の種類ごとの健康診断の検査項目の範囲を超えた精密

検査等を行う必要が認められた毅合には､その精密検査等の必要性及び当該精癖

検査等は健康管理手帳による健康診断の範囲外であることを手帳所持者に説明の

上､本人の了解を得た上での医療保険等による精密検査等の実施又は他の医療機

関.の緒介等適切な措置を誇ずること｡

6 番託医療機関は､手帳所持者の行う受診旅費の請求又は粉 じんに係る健康管理

手帳の健康診断の場合における手帳所持者の行う都道府県労働局長へのじん肺管

理区分決定申請について､手帳所持者に対し必要な指導を行うこと｡

7 番託医療機関は､複数の業務に係る健康管理手帳を所持する者 (以下 ｢複数手帳所

持者｣という｡)の健康診断については､できる限り同じ委託医療機関において同時

に実施するよう配慮すること｡

8 複数手帳所持者が､同じ替託医療機関において､複数の業務に係る健康管理手帳の

健康診断を受ける場合であって､放射線被ばくを伴う検査 (エックス線写真 (直接撮

影による胸部全域のエックス線写真をいう｡)､胸部らせんCT検査又は特殊な撮影

法による胸部エックス線写真による検査をいう｡以下同じ｡)が重複するものの､3

月以内に実施された検査の結果が確罷できるときは､当該検査の実施を省略して差し

支えないこと｡

9 複数手帳所持者が､異なる委託医療機関において､複数の業務に係る健康管理手帳

の健康診断を受ける場合であって､放射線被ばくを伴う検査が重複するものの､先に

受診した委託医療機関において作成された､当骸検査の結果に係る文書 (写真を含

む｡ただし､3月以内に実施された検査の結果に係るものに限るO)が後に受診する



委託医療機関に対して提供される場合には当該検査の実施を省略して差し支えないこ

と｡

10 委託医療機関は､40歳未満の手帳所持者に胸部らせんCT検査又は特殊な撮影

鋲による胸部エックス線写真による検査を実施する際には､放射線被ばくのリスクに

ついての説明を行い､当該検査の必要性が放射線被ばくの不利益を上回ると判断され

る場合に実施すること｡

11 委託医療機関は､胸部らせんCT検査又は特殊な撮影汝による胸部エックス線写

真による検査を実施する場合は､放射線被ばくを考慮して低線量らせんCTであるこ

とが望章しいこと｡

12 委託医療機関は､石綿業務に係る健康管理手帳を所持する者のうち､両肺野に不

整形陰影のある者が､粉じん業務に係る健康管理手帳を所持していないことを把握し

た場合は､じん肺管理区分欽定を申請するよう案内し､じん肺管理区分が管理2又は

管理3と決定された者に対しては､粉じん業務に係る健康管理手帳の申請に関する案

内を行うこと0

13 委託医療機関が健康診断に要した費用 (契約書第2条に規定する労災保険の

適用を受けない者に係る費用を除く｡)の鰐求を行う場合は､当該健康診断を実

施した月の翌月の15日までに健康管理手帳所持者に係る健康診断費請求書(様

式第1号)及び健康管理手帳所持者に係る健康診断費内訳書(様式第2号)を都道

府県労働局長に提出して行 うものとすること｡

14 健康診断費の支払いは､.請求のあった日から30日以内に行 うもの･とするこ

と｡

15 健康診断費の単価は､次のとおりであること｡

(1) ベンジジン等業務関係

① 問診及び尿沈娃検鏡の検査を行ったもの 6,500円

② 尿沈没のパパニコラ汝による細胞診の検査を行った場合は4,000円

を加算する｡

③ 勝朕鏡検査を行った場合は8,400円を加算する｡

◎ 腎孟掃影検査を行った場合は8,700円を加算する｡

(2) 粉 じん業務関係

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 肺機能検査でスパイロメTl)-及びフローボ1)ユーム曲線の検査を行った

場合は3,200円を､動脈血ガス分析検査を行った場合は4,500円を

加算する｡

③ 結核精密検査で結核菌検査を行った場合は4,400円を､蛍光抗体絵

による細菌顕微鏡検査を行った場合は600円を､特殊撮影によるエックス

線検査のうちで側面像の単純撮影を行った場合は2,000円を､コンビュ



一夕断層撮影を行った場合は19,200円を若しくはそれ以外の断層撮影

を行った場合は5,700円を､赤血球沈降速度検査を行った場合は1,5

00円を又はツベルクリン反応検査を行った場合は900円を加算する｡

④ 肺結核以外の合併症の検査で､結核菌検査を行った場合は4,400円

を､蛍光抗体経による細菌顕微鏡検査を行った場合は600円を､噂疾細胞

診を行った場合は4,000円を､特殊撮影によるエックス線検査のうちで

側面像の単純撮影を行った場合はr2,000円を､斜位像の単純授影を行っ

た場合は2,000円を､コンピュータ断層韓影を行った場合は19,20

0円を､それ以外の断層撮影を行った場合は5,700円を又は気管支造影

を行った場合は9,500円を加算するO

(3) クロム酸等業務関係 .

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 特殊な樟影絵によるエ ックス線写真の検査のうちで､コンピュータ断層

撮影を行った場合は19,20【)円を､それ以外の断層棟影を行った場合は

5,700円を加算する｡

③ 啄演の細胞診を行った場合は4,000円を加算する｡

④ 気管支ファイバースコピー検査を.行った場合は18,0Loo円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算する｡

なお､医師が必要であると羅めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,4･00円を加算する｡

⑤ 皮膚の病理学的検査を行った場合は16,400円を加算する.

(4) 三酸化放棄兼務関係

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 肝機能検査を行った場合は2,900円を加算する｡

③ 赤血球系の血液検査を行った場合は700円を加算する｡

④ 毛髪又は尿中の批素量の測定を行った場合は7,000円を加算する｡

⑤ 特殊な韓影絵によるエックス線写真の検査を行った場合は5,70.O印を

加算する｡

⑥ 暗疾の細胞診を行った場合は4,000円を加算する｡

⑦ 気管支ファイバースコピー検査を行った場合は18,000円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算する｡

なお､医師が必要であると認めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,400円を加算する｡

⑧ 皮膚の病理学的検査を行った場合は16,400円を加算する｡

(5) コールタール業務関係

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円
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② 特殊な撮影綾によるエックス線写真の検査のうちで､コンピュータ断層撮

影を行った場合は19,200円を､それ以外の断層撮影を行った場合は
5,700円を加算する｡
I

③ 啄痕の細胞診を行った場合は4,000円を加算する｡

④ 気管支ファイバースコピー検査を行った場合は18,000円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算する｡

なお､医師が必要であると認めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,400円を加算する｡

⑤ 皮膚の病理学的検査を行った場合は16,400円を加算する｡

(6) ビス(タロロメチル)エーテ/レ業務関係

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 特殊な禄影絵によるエックス線写寅の検査の うちで､コンビュ-夕断層

撮影を行った場合は-i9,200円を､それ以外の断層撮影を行った場合は

5,700円を加算する｡

③ 噂演の細胞診を行った場合は4,000円を加算するO

④ 気管支ファイバースコピー検査を行った場合は18,000円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算する｡

なお､医師が必要であると認めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,400円を加算する｡

(7) ベリリウム業務関係

① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 肺換気機能検査を行った場合は2,300円を加算する｡

③ 肺拡散機能検査を行った場合は2,900円を加算する｡

なお､肺換気機能検査及び肺拡散機能検査を両方とも実施 した場合には､

この両方を併せて3,900円を加算することとする｡

④ 心電図検査を行った場合は1,800円を加算する｡

⑤ 尿中又は血液中のベ リリウムの畳の測定を行った場合は7,000円を

加算する｡

⑥ 皮膚貼付試験を行った場合は200円を加算する｡

⑦ -マ トクリット億の測定を行った場合は1,700円を加算するO

(8) ベンゾTJ)グロ1)ド業務関係

① 問診及びエックス線写真 (正面及び側面)の検査を行ったもの 8,50

0円

② 特殊な偉影絵によるエックス線写真の検査のうちで､コンピュータ断層緑

影を行った場合は19,200円を､それ以外の断層撮影を行った場合は

5,700円を加算するO



③ 啄痕の細胞診を行った場合は4,000円を加算する｡

◎ 気管支ファイバースコピー検査を行った場合は18,000円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算するO

なお､医師が必要であると認めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,400円を加算する｡

⑤ 頭部のエッグ太線写真の検査を行った場合は2,0,00円を加算する｡

⑥ 血液検査(血液像を含む｡)を行った場合は1,000円を加算する｡

⑦ リンパ腺の病理組織学的検査を行った場合は12, 000円を加算す

るO

⑧ 皮膚の病理学的検査を行った場合は16,400円を加算する｡

(9) 塩化ビニル業務関係

① 問診､エックス線写真及び血液検査 (ビリルビン､GOT､GPT及びA

LP)の検査を行ったもの 10,looロ

② 血小板数の検査を行った場合は400円を､γ-GTPの検査を行った場

合は200円を.､ZTTの検査を行った場合は200円を､ ICGの検査を

行った場合は1,200円を､LDHの検査を行った場合は200円を､血

清脂質の検査を行った場合は1,000円を加算する｡

③ 特殊な撮影汝によるエックス線写真の検査のうちで､コンピュータ断層撮

影を行った場合は19,200円を､それ以外の断層撮影を行った場合は

5,700円を加算する｡

喧) 肝又は牌のシンチグラムの検査を行った場合は16,000円を加算す

る｡

⑤ 中枢神経系の神経医学的検査を行った場合は4,､90b円を加算する｡

(10) 石綿業務関係

′① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの 7,400円

② 特殊な授影法によるエックス線写真の検査のうちで､コ'/ビュータ断層

撮影を行った場合は19,200円を､それ以外の断層撮影を行った場合は

5,700円を加算するO

③ 噂疾の細胞診を行った場合は4,000円を加算するO

① 気管支ファイバースコピー検査を行った場合は18,000円を､気管

支鏡検査を行った場合は6,000円を加算するO

なお､医師が必要であると羅めて生検及び病理学的検査を行った場合は､

更に14,400円を加算する｡

(ll) その他

① 委託医療機関が､健康診断受診者の同意を得て､追加検査､精密検査若しく

は治療又は他の業務に係る健康管理手帳の健康診断に使用することを目的とし

て､診療状況を示す文書を添えて他の医療機関-紹介した場合は､常介する側



の委託医療機関において3,000円を加算する｡また､紹介する側の委託医療

機関において､画像の貸与料又はコピ-料を定めている場合には､当該貸与料

またはコピー料を加算する｡

③ 気管支ファイバースコピー検査又は気管支鏡検査を目的として溜介を受けた

夢託医療機関においては､他の委託医療機関より画像が提供された場合は､紹

介を受けた委託医療機関において､問診の単価5,400円に加え､その画像
の診断料として､頭部又柱胸部のエックス線直接撮影の場合は1,000円

を､.コンピュータ断層撮影の場合は5,400円を､それ以外の断層撮影の場
合は1,200円を加算する｡

③ 前記 8において､複数の業務に係る健康管理手帳の健康診断を異なる時期に

実施し､後に実施する健康管理手帳の健康診断で放射線被ばくを伴う検査を省

略する場合については､後に実施する健康診断の問診の単価を5,400円と
する｡

◎ 前記 9において､放射線被ばくを伴う検査を省略する場合は､先に受診した

委託医療塘関においては､.当該検査の審異に係る文書の作成料として3,00
0円を加算し､画像の貸与料又はコピ-料を定めている場合は､当該貸与料又

はコピー科を加算するO後に受診する委託医療機関においては､先に受診 した

委託医療機関より画像が提供された場食は､問診の単価 5,400円に加え､

その画像の診断料として､胸部のエックス線直接授影の場合は1,000円

を､コンピュータ断層揖潜の場合は5,400円を､それ以外の断層撮影の場

合は1,200円を加算する｡

16 委託医療機関が健康診断に要 した費用のうち､契約書第 2条に規定する労災

保険の適用を受けない者に係る請求については､ ｢健康管理手帳所持者に対する

健康診断の実施の運営について｣ (昭和47年 11月 29日付け基発第 762号

労働省労働基準局長通達)記の6の(2)に掲げる区分のとお り行 うものとし､そ

の支払いについては､当該請求の相手方の定めるところによるものとする｡



別添3 r
健康管理手帳所痔者に対する受診旅費の支給要領

1 趣旨

労働安全衛生浜 (昭和47年駄律第57号)第67条第2項に基づき､国が健康管

理手帳所持者 (労働者災賓補償保険抵 (昭和22年綾律第50号)の適用事業場以外

の事業場において有奮業務に従事したことにより手帳を所持するに至った者 (以下

｢労災保険の適用を受けない者｣という｡)を除く｡)に対して行う健康診断の受診

の促進を図るため､この要領の定めるところにより､その受診のために要する旅費

(以下 r受診旅費j というO)を支給する｡

2 支給対象者

受診旅費は､婁託医療機関において､厚生労働大臣の定める健康診断 (以下 ｢健康

診断｣というB)を受診 した者 (労災保険の適用を受けない者を除く｡以下 r受診

者｣という｡)に対して支給するものとする｡

3 支給の範囲

受診旅費は､受診者が最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合に次の

範囲で支給する｡

イ 受診旅費の種類は交通費と宿泊料とする｡

ロ 交通費時､受診者が公的交通機関 (バス､電車等をいうD)を利用して､その居

住地と最寄りの嚢託医療機関を往復するために要する普通旅客運愛を支給する｡

ハ 宿泊料は､地理的事情等により､宿泊の必要があると認められる場合は1泊転っ

き6,600円を限度として実費額を支給する (2泊以上の宿泊を要する特段の事

情がない限り1泊に限る.)0

4 手続

受診旅費の支給を受けようとする者 (労災保険の適用を受けない者を除く｡)は､

妻託医療機関に備え付けられた健康管理手帳に係る健康診断受診旅費請求書 (別紙様

式第4号)に必要な事項を記入のうえ押印して､都道府県労働局長あて請求するもの

とする｡

5 受診旅費の支給は､受診者の請求に基づき､都道府県労働局長が行 うものとする｡

6 請求を受けた都道府県労働局長は受診の事実を委託医療機関からの ｢健康管理手帳

所持者に係る健康診断費請求内訳書 (別紙様式第2号)jにより確認するとともに請

求書の内容を十分審査し､不正受給の防止に努めるものとする｡

7 健康管理手帳所持者で労災保険の適用を受けない者に対して行われる健康診断の受

診のために襲する旅費については､必要に応じ､その支払いが適切に行われるよう関

係機関と協轟を行う｡

8 本要領は､平成19年10月1日から実施する｡
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欄外に事業者の名称 (鉄道 ･運輸機構､○市○局､郵政公社)を記入すること｡

氏 _負

生年月日

労働安全衛生法第67粂第1項の聴衆管理手帳を交付し生す｡

年 月 日

労 働 局 長 田

名称は以下のような略語で記載

鉄道 ･運輸機構 :独立行政法人鉄道建設 ･運輸施設整備支援機構

00市00局 :00市00局00事務所
郵政公社 :日本郵政公社
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都道府県労働局長あて

平成 年 月 日

00県 (市町村)

00県 (市町村)の職員であった者で健康管理手帳の交付を受けたものに
卦する健康診断の取扱いについて

00廉 く市町村)の職員であった者で､職員として有害業務に従事したことにより､

労働安全衛生駄 (昭和47年絵律第57号)第67条に規定する健康管理手帳の交付を

受けたものに対する健康診癖については､下記のとおり取り扱うこととしているので､

了知されたいO

記

1 健康診断の実施方溶 く(1)～(3)のいずれかを記載)

(1) 00県 (市町村)の負担により､従前のとおり､厚生労働省労働基準局長が定
める方陰等と同様の方法等により､健康診断を実施する｡

(2) 00県 (市町村)の負担により､新たに自らが定める方法等により､健康診断
,を実施する｡

(3) 健康診断を実施しない｡

2 健康診断費等の請求先 (住所､電話番号及び担当部署｡ただし､健康診断を実施し

ない場合は不要)

(1) 医療機関からの健康診断費用の請求先

(2) 手帳所持者からの受診旅費の請求先



様式第 1号

健康管理手帳所持者に係る健康診断費請求書

ほか 名に対する健康管理手帳に係る健康診断費
内訳は次のとおり

健康診断の種板 内訳番添付枚数 健康診断費請求額

枚 円

枚 円

枚 円

秩 円

枚 円

枚 円

上記の健康診断費は､下記口座へ振り込んでください｡

(ふりがな)振込先口座名義人

振込先銀行名 銀 行信用金庫農 協組 合 本 店支 店出張所

上記の金額を請求します｡
平成 年 月 日

請求人の (委託医療機関)

資任者氏名

電話番号 (

淀)1 請求金額の項部には､ r¥｣の文字をつけてください｡
2 健康診断の種類の欄には､ベンジジン､ベーターナフチルアミン､じん肺､
クロム酸等､三酸化放棄､コールタール､ビス (クロロメチル)エーテル､
ベl)ジウム､ペンゾTJ)タロ1)ド､塩化ビニル､石綿又はジアニシジン
の別を記入してください｡



様式第2号

健康管理手帳所持者に係る健康診断費請求内訳書

(種類 )

委 託 医 療機 関 の 番 号 第 号 委 託 医 療機 関 甲 名 称

支 払 音 名 健 康 管 理 健 康 診 断 支 払 額 健康管理手
手 帳 の 番 号 実 施 年 月 日 帳交付局名

第 号 年 月 日 円 局

検餐項目 円

その他

合 計

(種韓 )の欄には､ベンジジン､ベーターナフチルアミン､じん肺､クロ

ム酸等､三酸化枇素､コールタール､ビス (タロロメチル)ェーテル､ベ リ

リウム＼ベンゾトリクロリド､塩化ビニル､石綿又はジアニシジンの別を記

入すること｡



様式第3号

労災保険の適用を受けない者-の健康管理手帳の交付実績報告

( 年 月分う

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課 あて

労働局

(担当 : )

∴事業者の 交付 手帳の 兼務の概琴 交付者氏名 指定名称※ 年月日 種類 医療機関

1

2

3

4

5

6

7

8

9

※ 鉄道･運輸機構､○市○局､郵政公社のいずれかを記載｡

【報告日】各都道府県労働局において健康管理手帳に係る審査が終了し､申請

者に対して審査結果を通知する際に併せて､本省-報告すること｡なお､̀記の

6の(3)のへの(p)に掲げるとおり､地方公共団体から健康診断の実施方汝等に

ついで僚報提供があったときは､本省労働衛生課-報告することO



様式第4号

健康管理手帳に係る健康診断受診旅費請求書

労働局線務部長殿

において､平成__メ - .___月 日に実施された健康診断

を受診したので､下記交通費のとおり､その受診旅費を請求します｡

請求年月日:平成 _____午.･.__月.____ 日.

(ふりがな). )

嘩名 印

住所 .
T

電話番号

(ふりがな)振込先口座名義人

振込先銀行名 銀 行信軍金庫農 . 協練 合 本 店支 店出張所

交通機関利用月日_ 利用交通機関名 区間 交通費

月 ■ 日 - 円

月 日 - 円月 日 - 円

月 日ー - 円

月 日 - 円

月 . 日 - 円

(注意) ､
1. 査真南潜ま ､ 一､-壬の 拾いたし皇L
2, 受診旅費吸窪ま速健康診断の受遊里凝度盈ましてくださいnなお､額重畳蛙受診_した日から二速
問以内に環出してくだ虹

8. 亀変酸敗盈受吐息野に宿泊が必要と憂え盈鍍金蛙J空連星聖堂頗局-頗会して下さしさ｡なお､請求
する場合は､必ず額収番を添付してください｡

4. 受診兼費の受領は銀行の口座振り込みに限定されます (郵便局は不可｡)｡
5. 不明な点でお聞きになりたいことがありましたら､所轄の労働局-照会してください｡
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8

･… 労働安全衛生規則の改正により､石綿業務に従事した離職者を対象とする
健康管理手帳の交付要件が平成19年10月1日より変わります｡これによ

り､一定の石綿作業従事歴のある方も健康管理手帳の交付の対象となりますO
ら El I tZI Ei tl■ Fg) EI JZZl EZ9 日1 ロさ En Ed tZbI)臼 d tl らat3 EZl tZBEI El t3 q a EZ) La 也 FI E)

1- - - - - - - - - 1- - - ■- ■ - ･■ - ■■l■■■● - - ■■■■ - l- - J- 1- 1- ■■- - ■■■■ - ■■■■ ■■･･■ - 1- - ●■ll■ll■ 1- - - ■--■l･.■-1-

: 石綿を製造し､又は取り扱う業務に従事していた方(栄)については､

: 将来､肺がんや中皮腫などの健康被害が生じるおそれがおります｡これ

: らの疾病については､石綿にさらされてから発症までの期間が非常に長

: く､離職後に発症することが多いため､健康管理手帳制度を設けて､離

職後の健康管理を行っております｡

健康管理手帳の交付を受けると､労災病院をはじめとする､指定され

た医療機関で決まった時期に､健康診断を6ケ月に1回､無料で受ける

ことができます｡

※対象となる方は､過去に石綿の取扱い業務を行っていたが､その後に転職

又は退職し､現在は石綿業務から離れている方が含まれます｡
- - - - - lI - - - - - - - - - .■■ 一- - -■■ - - - - - ●- - - - ■･..■ - - - - - ■■■l■ - - - - - - - 1■■ -

厚生労働省 ･都道府県労働局 ･労働基準監督署

平成19年9月
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I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
t
I
I】
I
I
I

I



∴ ∴ 十 ~_ ∴ ∴ ∴ ∴ ∴ 十 ･ ∴ 工

] 石綿 (これをその重量の0.1パーセントを超えて含有する製剤そ

- の他の物を含む｡)を製造し､又は取り扱う業務｡代表例としては､l

以下のような業務があります｡

⑳石綿製品の製造工程における作業

⑳石綿の吹付け作業

⑳石綿が吹き付けられた建築物や石綿製品が被覆材又は建材とし :
1
-
1-
1

て用いられている建築物等の解体等の作業

⑳石綿製品の切断等の加工作業
■■l■ ■■- - - - I- - 1- - - - - ■ 1- - 1 - 1- - - - - lll■■ I- - - - - - 1■- - ■■●■ p- - r- ■■■ - I- ●- -

L,-- ~ ~ ■tL 一 一 一 - - - 一 ~ 一 一 ~N L d

･'{J 恵 .豆 ヨ 追 毒武 居tFj衰 見当 .醇 と 揖

次の(2)､(3)が新しく追加されました｡

: 日) 両肺野に石綿による不整形陰影があり､又は石綿による胸膜

肥厚があること｡

(2) (節)下記の作業に1年以土従事していた方.(ただLJ､初め

て石綿の粉じんTEぱく露した日から10年以上経過し冨いる

蚤とO)
⑳竃絹の製造作業

歯石綿が嘩甲書取雷も鳩 保温臥 野沢被覆緒等の張柳凱 補修

撃越 廃除蓑の磯

◎帯革の耽轡卦の軽重蕊榛石綿が吹き翻身畠机鞄建卿 臥 玉作
物等の解体､破砕等の作業

(3) (節)(斜の椎葉陽斜の石綿を取堕扱う作業臆巧◎窄陽塵従事 一

L冨いた方. :

- 1- - - ■■■■ - - - ■■■ ■■■■ ■■一 ■lll■ ■lllll● ■■l■ lllll■■ 1- 1- ■- ■- ■lll■ - ●- - - 1- - - 1■ll■■ - - - - 1- ■■■ - 1- - - - -

(注意事項)

① 対象者は石綿を直接取り扱う作業に継続して従事していた方に限

られます｡



② 交付要件の(2)､(3)両方の従事歴がある方については合算するこ

とができます｡(2)の従事期間の月数を10倍し､(3)の従事期間の

月数に足し合わせ､合計が120ケ月以上の場合には､手帳を受

け取るこ､とができます｡

(例):(2)に6ケ月間､(3)に6年間従事していた場合

- (6ケ月×10)ナ6年(72ケ月)-132ケ月≧120ケ月
- 手帳を受け取ることができます｡

I- - - 1- 1■ ■ - - ■■■ - - ■･･･■ - ■･.■ - r- 1- ･- ■･一 - ■■■■ lI 1 - - - ■- - ■- - - 1- - - - r- - - ■l■- ■■一 ■■■■

: ～石綿作業に従事していたかわからない方､心配されている方へ～

下記の厚生労働省ホームページをご参照ください｡

(http://www.mhtw.gojp/new-info/kobetu/roudou/sekimen/roudousya2/index.html)

:'_rJ 車冠 に 良'iヨ j;i:='i)め

離職の際には事業場の所在地を管轄する都道府県労働局へ､
離職の

後は申請者の住所地の都道府県労働局へ申請してください｡
労働局に

よる審査後
､
交付要件に該当する場合には手帳が交付されます
｡

--1■一■■-■-･■■■-･■-lllllll■-------tlll■-■--■-●■■--1●■■■■▲--■-■-■-■l■l■-■■■■■-----llll■■■■■-■-
f ① 健康鹿理事帳交付醇講書I

⑥ 申請青春武が記載♭兜業務歴Ai
上記(臥②に加えて

③ 帯締作等樟塵事していたこと及び従事期間について記載された
事幾着勧説轄i
④ 萎棄者の証明書が得られない場合､または不十分な場合に臥

車重車重鍵塁嚢闇 は て､石綿作業に従事していたこと及び従

車期間につい牽記載された2名以上の同僚者の証明等

⑥ 事業者の証明書､同僚者の葦明書とも庸 られない場合､また

は不十分な場合には､嘩話者鎗申重富に加えて､事琴場竪琴 費
量看錦離 診断の養Aへ毎鹿東通臥 社会嬢験の綾保険者詑録､

I

蚤等明神_工費脚蘇陽障曝塾琵噂 を添付してくだをLlo

⑳交付要件の(1)に該当する場合は､レントゲン写真､CT等票､じ
ん肺健康診断結束証明書等も提出してください｡

･-㌔

II-lIIIl1-1111一ll･lI1II-



I:Q 車 義 民 遠 地 -jl七 也 昆 :;ijE-iEi.茸享

--■---■■■lll-■llll■-■●---●●ll■■--■lll■----■-■--■-■■■■--ー-1一■----■■■■■■･●---

.' ◎健康驚韓手帳交付申請書､申請者本人が記載した業務歴､事業者

: の証明書､申請者の申立書､同僚者の証明書については所定の用

紙を使用tJ冨くださいo

こ

歯率要に応じて､申請者､事業者､同僚者の方への鹿政調琴が行わ
れることがあります｡
メ
僅軌 電話番罵等御国人情報は､健康診断の案内を通知す

るため､都道府県労働局より健康診断を実施する医療機関へ提供

されることがありますのでご了承くださいD

⑳申請時に提出された書婦は､レントゲン等の写真を除き返却いた

しかねますのでご了承ください｡

ll)及び⑥のみでの申請は認められません.

⑳健康管琴手帳の詳細については都道府県労働局 (安全衛生課また

は労働衛生課)にお問い合わせください｡

J- ■■■■l-■--■-■ll■■-■■■■■■--1-■llll■1-1-■----■■■---1------■-■l■■1-●------■-
⑳健康管理手帳の交付を受けられた方であっでも､石綿による lI

疾患(注)を発症し､労災請求した場合には､労働基準監督署にお ー)

いで石綿ぱく露作業従事歴等を調査の上､認定基準に基づいて業 :

務上の疾病に該当するか否かを判断することとなります｡

⑳なお､労災請求については最寄りの労働基準監督署にお問い合わ

せください｡

(注)石綿による疾患--石綿肺､肺がん､中皮腫､良性石綿胸水､びまん性胸膜

肥厚


